
平
成
三
十
年
十
二
月
五
日
提
出

質

問

第

一

三

〇

号

資
金
決
済
法
違
反
外
国
業
者
に
対
応
し
た
公
正
・
公
平
な
競
争
環
境
の
実
現
に
関
す
る
質
問
主
意
書

提

出

者

松

原

仁
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資
金
決
済
法
違
反
外
国
業
者
に
対
応
し
た
公
正
・
公
平
な
競
争
環
境
の
実
現
に
関
す
る
質
問
主
意
書

平
成
三
十
年
十
一
月
二
十
八
日
に
開
催
さ
れ
た
オ
ン
ラ
イ
ン
ゲ
ー
ム
・
ｅ
ス
ポ
ー
ツ
議
員
連
盟
総
会
に
お
い
て
、
外
国
の
業

者
で
も
、
国
内
で
前
払
式
支
払
手
段
を
発
行
す
る
場
合
、
資
金
決
済
法
の
適
用
対
象
と
な
る
が
、
海
外
ゲ
ー
ム
事
業
者
の
中

に
、
必
ず
し
も
資
金
決
済
法
を
十
分
に
順
守
し
て
い
な
い
も
の
が
い
る
と
い
う
こ
と
が
問
題
と
な
っ
た
。

金
融
庁
は
、
こ
の
よ
う
な
資
金
決
済
法
に
抵
触
す
る
こ
と
を
行
っ
て
い
る
外
国
の
業
者
に
つ
い
て
、
ネ
ッ
ト
情
報
、
マ
ス
コ

ミ
報
道
等
の
情
報
収
集
及
び
資
金
決
済
業
協
会
や
取
引
者
等
か
ら
の
情
報
提
供
に
よ
る
情
報
収
集
等
を
行
っ
て
い
る
と
い
う
。

ま
た
、
金
融
庁
は
、
無
届
出
・
無
登
録
で
前
払
式
支
払
手
段
の
発
行
を
行
っ
て
い
る
可
能
性
を
把
握
し
た
場
合
、
届
出
・
登

録
の
実
施
の
指
導
、
発
行
停
止
の
指
導
、
警
告
、
捜
査
当
局
へ
の
連
絡
を
行
う
と
の
こ
と
で
あ
る
。

そ
し
て
、
資
金
決
済
に
関
す
る
法
律
は
、
第
八
章
で
「
罰
則
」
に
つ
い
て
規
定
し
、
無
届
出
・
無
登
録
に
よ
る
発
行
を
罰
則

の
対
象
と
し
て
い
る
。
も
っ
と
も
、
日
本
に
い
か
な
る
拠
点
も
置
い
て
い
な
い
外
国
の
業
者
に
罰
則
を
課
す
こ
と
に
は
大
き
な

困
難
を
伴
う
。

し
か
し
、
業
者
が
日
本
に
い
か
な
る
拠
点
も
置
い
て
い
な
い
外
国
の
業
者
だ
か
ら
と
い
っ
て
、
日
本
の
業
者
で
あ
れ
ば
通
常

課
さ
れ
て
い
る
負
担
を
免
れ
る
こ
と
に
な
れ
ば
、
真
面
目
に
法
律
に
従
っ
て
事
業
を
行
っ
て
い
る
業
者
が
、
不
公
平
な
競
争
環

一



境
に
置
か
れ
る
と
い
う
不
合
理
な
こ
と
と
な
り
か
ね
な
い
。

こ
の
よ
う
な
不
公
平
な
状
況
が
継
続
す
る
こ
と
は
、
健
全
と
は
い
え
な
い
。
し
た
が
っ
て
、
早
急
に
公
平
・
公
正
な
競
争
環

境
を
整
備
す
べ
き
で
あ
る
。

そ
し
て
、
公
平
・
公
正
な
競
争
環
境
を
整
備
す
る
方
法
は
二
つ
あ
る
。
一
つ
は
、
前
払
式
支
払
手
段
を
発
行
す
る
場
合
で

あ
っ
た
と
し
て
も
、
供
託
金
を
供
託
す
る
義
務
を
課
さ
な
い
こ
と
と
し
て
、
一
律
供
託
金
供
託
義
務
を
廃
止
す
る
方
法
で
あ

る
。
も
う
一
つ
は
、
資
金
決
済
法
違
反
外
国
業
者
に
対
し
て
、
強
制
的
に
罰
金
の
徴
収
を
行
う
方
法
で
あ
る
。

実
際
に
、
民
間
に
お
い
て
は
、
携
帯
ア
プ
リ
に
よ
る
収
益
を
得
て
い
る
債
務
者
に
対
し
て
、
ｉ
Ｔ
ｕ
ｎ
ｅ
ｓ
株
式
会
社
を
第

三
債
務
者
と
し
て
、
強
制
執
行
が
行
わ
れ
て
い
る
と
い
わ
れ
て
い
る
。
同
様
に
、
罰
金
の
徴
収
も
可
能
と
考
え
る
。

そ
こ
で
、
以
下
、
質
問
す
る
。

一

金
融
庁
と
し
て
、
こ
の
よ
う
な
不
公
平
な
状
況
を
解
消
し
て
、
公
平
・
公
正
な
競
争
環
境
を
整
備
す
る
た
め
一
律
供
託
金

供
託
義
務
を
廃
止
す
る
こ
と
を
検
討
す
る
か
。

二

金
融
庁
は
、
資
金
決
済
法
違
反
外
国
業
者
に
対
し
て
、
科
料
が
科
さ
れ
る
よ
う
に
裁
判
所
の
職
権
発
動
を
促
す
通
知
を
積

極
的
に
行
う
こ
と
や
、
積
極
的
に
刑
事
告
発
す
る
意
思
は
あ
る
か
。

二



三

検
察
当
局
と
し
て
、
資
金
決
済
法
違
反
外
国
業
者
に
積
極
的
に
適
正
な
罰
金
を
課
し
、
罰
金
の
徴
収
を
迅
速
に
進
め
る
意

思
は
あ
る
か
。

右
質
問
す
る
。

三


